
「地域社会との共存共栄」を経営理念とする当行は、長期的かつ持続的な
企業価値向上のため、コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。

　企業が社会的責任を果たすうえで重要なことは、
法令の遵守はもちろんのこと、「倫理観」を持って行動し、
誠実な企業活動を行うことです。当行では経営管理部内
に設置された「法務室」を中心に、法令遵守、適正な銀行
経営を継続する体制づくり、高い倫理観を持つ職員の
育成に取り組んでいます。

　「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指
針（政府指針）」に基づき、反社会的勢力との取引排除に取
り組むため、「滋賀銀行 反社会的勢力排除規定」を制
定しています。規定では、お客さまが反社会的勢力に該当
する場合は取引を停止・解約することを定めています。
　また、普通預金をはじめとする取引のお申込時に
は、お客さまが反社会的勢力でない旨の表明・確約を
いただいています。

　お客さまの個人情報を厳格に取り扱うために「個人
情報保護方針」を制定しています。また、業務統轄部内
に「情報管理室」を設置し、当行の情報セキュリティに
対する体制の整備や情報を適切に管理するための
対策の立案、指導等を行っています。また、「情報
セキュリティ委員会」を設け、情報セキュリティ向上に
必要な施策等を検討しています。

　経営の健全性・効率性・透明性を高めるために、
コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題と
しています。具体的には、リスク管理体制や法令等遵守
態勢の強化、適時・適切な情報開示に取り組んでいます。

　当行は「自分の城は自分で守る」という自己責任原則
に基づき、複雑化するリスクを把握し、適切な管理を
行うための体制を構築しています。具体的には、取締役会
において定めた「リスク管理規程」に基づき、経営管理
部が一元的に管理しています。
　特に、当行は信用リスクを最も重要なリスクとして
認識し、当行独自の「企業格付制度」を導入、2007年
には「基礎的内部格付手法※」を採用するなどリスク
管理の高度化を図っています。
※基礎的内部格付手法／バーゼル銀行監督委員会により公表された、
　銀行の自己資本比率に関する国際ルール。

　「内部統制システム構築に関する基本方針」に基づ
いて、業務の適正を確保する体制を整えています。
　また、財務報告に係る内部統制については、経営管理
部内に設置された「内部統制グループ」が、「内部統制
報告書」を事業年度ごとに提出し、財務情報の信頼性
を高めるための体制構築に取り組んでいます。

自己責任経営の実践
大規模災害や感染症の流行（パンデミック）などの発生に備え、
業務を円滑に継続できる体制を構築しています。

事業継続に向けた取り組み
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　大地震の発生を想定した「事業継続計画（ＢＣＰ）」、
新型インフルエンザの流行を想定した「事業継続計画
＜感染症対策用＞」を制定しています。これらの「事業
継続計画」に基づき、東日本大震災をふまえ災害発生時
の初動対応を明確化するための「地震災害時初動対応
マニュアル」や、「原子力施設事故発生時初動対応
マニュアル」を策定したほか、危機管理や防災等に
関する規程、マニュアル・手順書を整備しています。
　また、役職員への実効性の確保・向上に努めており、

「危機対策本部」の初動対応や意思決定の訓練を実施
するなど、年間スケジュールに基づき、訓練や教育を
実施しています。
　さらに、取締役副頭取を委員長とする「ＢＣＰ委員会」を
定期的に開催し、行内体制の継続的な見直しと、行内
の周知徹底に努めています。

　オンラインシステムの機能維持を、事業継続のための
最重要課題と位置づけています。コンピューター機器を
集約している事務棟は、大地震発生時でもシステム
センター機能が維持できるよう、基礎免震構造を取り入れ
ています。また、最大７２時間の自家発電設備も有して
います。さらに万が一の被害に備え、遠隔地にシステム
バックアップセンターを設置しています。加えて、拠点と
なる店舗には、非常用発電装置を設置しています。

　全役職員およびご来店のお客さま用の防災ヘルメッ
ト、常備灯、断水に備えた非常用トイレ、給水袋をはじめ
として、非常食、飲料水を全店に配備しています。
　また、都市圏の支店においては、帰宅困難時用として
非常食、飲料水の充実を図っています。

　東日本大震災の発生を契機に衛星携帯
電話を導入し、固定電話や携帯電話が利用
できない場合に備えています。

　災害時に、迅速に役職員の安否状況を確認できる
よう、携帯電話等を利用した「安否確認システム」を
導入しています。

　地震や台風などの災害が発生した際、復旧に関わる
資金需要にお応えするため、『しがぎん』スピードローン 
ジャストサポート（災害復旧プラン）を取り扱っています。

　地震や台風などの自然災害への対策に積極的に
取り組む事業者の皆さまを対象に、防災施設の整備など
災害対策のために必要な資金を低利でご融資する

『しがぎん』事業者向け ＢＣＰサポートローンを取り扱って
います。また、ＢＣＰサポートローン（災害対策プラン）では、
突発的に発生する自然災害により被害を受けられた
事業者のお客さまの資金需要にも対応しています。

●オンラインシステムの機能維持

●衛星携帯電話を導入

●『しがぎん』スピードローン ジャストサポート
　（災害復旧プラン）（2011年取扱開始）

●『しがぎん』事業者向け ＢＣＰサポートローン
　（2006年取扱開始）

●災害備蓄品の配備コーポレート・ガバナンス（企業統治） コンプライアンス態勢 大規模災害や感染症拡大等に備えて

役職員の安否確認手段の確保

災害に関するお客さまへのご融資
さまざまな災害対策

個人情報保護の取り組み

反社会的勢力排除の取り組み
内部統制システム

リスクの把握と管理
「滋賀県警察本部長表彰」受賞

TOPICS

　2014年10月、「平成26年度暴力団追放滋
賀県民大会」（主催：公益財団法人滋賀県暴力団追放推
進センター、大津市防犯協会暴力排除推進協議会、滋賀県
警察）において、「滋賀県警察本部長表彰」を受
賞しました。暴力団の金融機能利用阻止に向
けて、長年にわたる当行の一連の取り組みと、
その成果が高く評価されたもので、滋賀県内
の民間企業として初めての受賞となりました。

●コーポレート・ガバナンス体制図（2015年7月末現在）

選任・解任 選任・解任
選任・解任

監査

連携 連携

連携

監査

内部監査

取締役会 監査役会

監査役室

監査部

常務会

本部各部

会計監査人

ALM委員会

コンプライアンス委員会
内部監査報告会

CSR委員会

株主総会

営業店


